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1． はじめに 

 

近年、都市部への人口集中、急速な高齢化などによる

地方の過疎化が深刻になっている。過疎地域では、人口

減少に伴う公共交通機関の廃止・縮小、教育施設や病院

の減少等による都市機能の低下などの問題が深刻化して

いる。しかし、過疎地域の中には食料の供給、国土の保

全、水源の保護、自然環境の保全など、国の重要な役割

を担っている地域も多い。そのため、都市機能の低下に

よる過疎地域の破綻は国とっても大きな問題であり、具

体的な解決策が必要となってきている。 

過疎地域の都市機能を維持するためには、人口の減少

を抑える必要がある。人口の減少は過疎地域に雇用がな

いことが大きな原因となっているため、これらの地域に

雇用を創出することが不可欠であると考えられる。今ま

でにも、さまざまな過疎地域が雇用の創出を目的とし、

企業誘致を試みてきたが、そのための方法論は確立され

ておらず、成功している地域は決して多くはない。 

 このような状況を受けて政府は、平成 26年 6月 14日

に世界最先端 IT 国家創造宣言を閣議決定し、その中で

過疎地域の雇用創出のためのサテライトオフィス（以下

では SO とする）の全国展開を提案した（表 1）。さら

に、山間地域等遠隔地における SO の利用企業数を重要

業績評価指標とするなど、過疎地域における SO の普及

を本格的に目指している。しかし、過疎地域に SO を導

入することによって企業の生産性が向上しない限り、企

業には、SO を導入するモチベーションは生じないと想

定される。そこで、本研究では SO が過疎地域における

都市機能維持に資するという仮説を立て、SO 導入が企

業とその労働者の経済厚生に与える影響を評価可能な経

済モデルを構築することを目的とする。 

以下に本研究の構成を示す。2 章では、SO 導入によ

る効果をまとめるとともに、経済モデルの定式化を行う。

3 章では 2 章で構築したモデルによる数値計算例を示す。

4 章では、研究のまとめを行うとともに、今後の課題を

述べる。 

 

2． モデルの定式化 

 

2.1 SOの効果 

SO とはテレワークの形態のひとつである。テレワー

クの効果としては以下に示すものがあるとされている
2）。社会にとっての効果は、以下に示す 3 つが挙げられ

る。 

・環境負荷の軽減 

・就業人口減少の緩和 

・雇用創出 

労働者にとっての効果としては，以下の 2つが挙げられ

る． 

・ワークライフバランスの向上 

・業務の生産性・効率性の向上 

企業経営にとっての効果としては、以下の 4つが挙げら

れる。 

・人事面の効果 

・企業変革の促進 

・オフィスコストの削減 

・事業継続性の確保 

以上で示したように、SO 導入によって社会、労働者、

企業にメリットが生まれると考えられている。本研究で

は、特に過疎地域に着目し、そうした地域に SO を導入

することにより雇用創出が生まれることに着目する。ま

たそうした地域では、通勤による金銭・時間的負担は小

さくなることも考えられ、そうした効果が企業や労働者

の経済厚生を高め、その結果、過疎地域が活性化すると

考えられる。 

本研究では、ICT 技術の発展により、SO の立地条件

に関係なく遂行できる業務が多く存在すると考えられる

IT 企業を想定する。起業後間もない IT 企業は、すべて

の労働者をセンターオフィス（以下では、CO とする）

に配置すると考えられるが、業務を拡大するにつれ、

CO の拡大あるいは SO の導入という 2 つの選択肢があ

ると想定する。以下に示すモデルでは、SO 導入前後の

表 1 SO 全国展開の概要（世界最先端 IT国家創造宣言工程表１）より抜粋） 

目 標 雇用形態の多様化とワーク・ライフ・バランス（「仕事と生活の調和」）の実現 

方 法 サテライトオフィスの全国展開 

施 策 ・離島・過疎地域等の条件不利地域における超高速ブロードバンド基盤の整備 

・古民家や遊休施設を活用した住居・環境の整備 

・地域における NPO法人などの人的資源の有効活用等 
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企業とその労働者を対象とし、それらの経済厚生を記述

する。SO 導入前においては、起業後間もない企業を想

定しており、SO 導入後においては、企業規模拡大後の

企業を対象としている。 

 

2.2 仮定 

本研究では、1 つの企業とその労働者という 2 つの主

体から構成される経済を考える。労働者は企業が生産し

た財を消費する消費者でもある。CO、SO およびそれら

の労働者の居住地は、線分上に立地するものと考える。

図 1に示すように、線分は 2つの部分に分かれており、

それぞれ area1、area2 と呼ぶことにする。area1 には、

SO 導入前の企業とその労働者の居住地が存在する。そ

の企業が規模を拡大して SOを導入した場合、area1には

CO とその労働者の居住地が存在し、area2 には SO とそ

の労働者の居住地が存在することになる。CO の労働者

の通勤時間と比較すると、SO の労働者の通勤時間は無

視できるほど小さいと仮定する。 

企業は労働と資本を投入して 1つの財の生産を行う。

完全競争市場を想定する。消費者は、可処分時間を労働、

余暇および通勤時間に配分する。労働によって得られた

賃金を制約条件として、効用関数を最大化するように財

の消費量と余暇時間を決定すると仮定する。 

 

 

図 1 企業と労働者の立地関係 

 

2.3 記号 

モデルで使用する記号を以下に示す。 

 11
ˆ  : SO 導入前（SO導入後）の CO の労働賃金率 

2̂ : SO の労働賃金率 

 11
ˆ ll : SO 導入前（SO導入後）の CO の労働投入量 

2l̂ : SO の労働投入量 

 kk ˆ : SO 導入前（SO導入後）の資本投入量 

r: 資本の価格 

 11 ˆ xx : SO 導入前（SO導入後）の area1の財消費量 

2x̂ : SO 導入後の area2の財消費量 

 00 ˆ aa : SO 導入前（SO 導入後）の企業の規模の経済を

表すパラメータ 

 11 ˆ aa : SO 導入前（SO導入後）の area1の労働投入率 

2â : SO 導入後の area2の労働投入率 

 33 ˆ aa : SO 導入前（SO導入後）の資本投入率 

 cc ˆ : SO 導入前（SO導入後）の企業の費用関数 

 pp ˆ : SO 導入前（SO導入後）の財価格 

 11 ˆ uu : SO 導入前（SO 導入後）の area1 に居住する消

費者の効用 

2û : SO 導入後の area2に居住する消費者の効用 

 11
ˆ ll tt : SO 導入前（SO 導入後）に area1 に居住する消

費者の余暇時間 

2l̂t : SO導入後に area2に居住する消費者の余暇時間 

ct : area1に居住する労働者の通勤時間 

21, :   効用関数のパラメータ 

T1: 消費者の可処分時間 

 

2.4 モデルの定式化 

2.4.1 SO 導入前 

SO導入前は、すべての消費者（労働者）は area1に居

住している。企業は、コブ・ダグラス型の生産技術を有

するものとし、後に示す所与の財需要 (x1) から表現さ

れる制約条件（式(2)）の下、式(1)に示す費用関数の最

小化を行う。 
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上記の問題を解くことにより、労働需要および資本需要

はそれぞれ式(3)、(4)で与えられる。 
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式(3)、(4)を式(1)に代入すると、式(5)に示す費用関数

が得られる。 
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式(5)より、財の価格は式(6)で与えられる。 
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以上の関係から労働投入量、資本投入量はそれぞれ式

(7)、(8)で与えられる。 

1
1

1*
1 xpl 
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一方、area1 の消費者は、式(10)を制約条件とし、式

(9)に示すコブ・ダグラス型の効用関数を最大化するこ

とにより、財の消費量と余暇時間を決定するものとする。 

    21
11max


ltxu     (9) 

s.t. 

 cl ttTxp  111    (10) 

上記の問題を解くことにより、最適な財消費量、余暇時

間はそれぞれ式(11)、(12)で与えられる。 

p

T
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1
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サテライトオフィスセンターオフィス

境界居住地１ 居住地２

area1 area2
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where 

ctTT  12    (13) 

式(11)を式(7)、(8)に代入すると、最適な労働投入量と資

本投入量は、それぞれ式(14)、(15)で与えられる。 
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2.4.2 SO 導入後 

SO導入後は、企業は area2からの労働も投入し、そう

した労働者は SO で働くことになる。その場合、企業は

式(16)、(17)で与えられる問題を解くことによって、労

働投入量と資本投入量を決定する。 
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上記の問題を解くと、財価格、労働需要、資本需要は式

(18)－(20)で与えられる。 
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一方で、areai (i=1, 2) の消費者は式(22)で与えられる

制約条件の下、式(21)に示す効用を最大化するように財

消費量と余暇時間を決定すると考える。 

    21 ˆˆˆmax 1


lii txu    (21) 

s.t. 
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上記の問題を解くと、最適な財消費量、余暇時間はそ

れぞれ式(23)、(24)で与えられる。 
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式(23)から、SO 導入後の財消費量の合計は式(25)で与え

られる。 
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式(25)を式(19)、(20)に代入すると、最適な労働需要およ

び余暇時間需要はそれぞれ式(26)、(27)で与えられる。 
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3. 数値計算例 

 

3.1 設定 

本研究で構築した経済モデルを用いて SO 導入による

企業と労働者の経済厚生の変化のシミュレーションを行

った。モデルパラメータに関しては， 3ˆˆ 211   、

1r 、 7.01  、 3.02  、 20T 、 1r 、 1ct と設

定した。また、SO 導入前後の企業の生産技術に関する

パラメータは、表 2に示すように設定した。 

表 SO 導入後における規模の経済に関するパラメータ

値は SO 導入前によりも大きくしていることに注意が必

要である。これは、企業が規模を拡大することによって

SO を導入できるという仮説に基づくものではあるが、

SO 導入後の財の価格が SO 導入前と等しくなるように

設定された値である。 

 

3.2 結果 

 以上の設定の下、SO 導入前後の問題を解いたところ、

財の価格は 79.3ˆ  pp と推計された．財需要と余暇時

間需要はそれぞれ， 08.11ˆ ,53.10ˆ *
2

*
1

*
1  xxx および

0.6ˆ ,70.5ˆ *
2

*
1

*
1  lll と推定された。消費者の効用につ

いては、 22.9ˆ ,76.8ˆ *
2

*
1

*
1  uuu と推計された．SO 導入

後において、SO で働く労働者の効用は SO 導入前後に

おいて CO で働く労働者の効用よりも高くなることが示

された。SOでは、COと比較して通勤時間が無視できる

ほど小さいため、その分の時間を労働や余暇に配分する

ことが可能となったためである。 

企業の労働需要、資本需要はそれぞれ表 3、表 4 に示

すように推計された。ここで、完全競争市場を想定して

いるため、企業の利潤は SO 導入の前後において、常に

0 となることに注意が必要である。SO 導入後において、

労働需要、資本需要ともに増加しており、仮定どおり、

企業規模が拡大していることがわかる。 

SO導入後において SOの労働者の効用が COの労働者

の効用よりも高いため、そうした状況下では、労働人口

の移動が起こると想定される。すなわち、CO の労働者

は area2 に移動し、SO の労働者になろうとするであろ

う。そのため，企業は SO と CO の労働者の効用が等し

くなるように、SO の賃金率を下げると考えられる。そ

のような賃金率を求めたところ、SO の賃金率は 3 から

2.79まで下げられることがわかった。ここで重要な点は、

SOの労働者の賃金を下げたとしても、SOの労働者の効

用は CO の労働者の効用と等しくなり、そのことによっ

て労働者間には不満は生じないことである。一方企業に

とっては、労働コストを削減できるため、生産性が向上

し、企業にとってはメリットとなる。 
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表 2 企業の生産技術に関するパラメータ 

i 0 1 2 3 

𝛼𝑖 1.00 0.6  0.4 

𝛼̂𝑖 1.44 0.4 0.2 0.4 

 

表 3 労働需要の推計値 

i 1 2 

𝑙𝑖
∗ 7.98  

𝑙𝑖
∗ 10.5 5.66 

 

表 4 資本需要の推計値 

𝑘∗ 15.96 

𝑘̂∗ 31.57 

 

3.3 考察 

 以上では簡単な経済モデルを通して SO 導入の効果を

検証した。こうした解析結果が現実問題に与えるインプ

リケーションとしては以下のものが挙げられる． 

・ SOの立地条件に関係なく遂行できる業務が多く存在

する場合、過疎地域への SO導入可能性はある。 

・ 企業にとって過疎地域に SO を導入するメリットは、

そこでの賃金率を削減できるためであり、それらは

通勤に関する一般化費用を削減できることによる。 

・ 過疎地域では、地代も安いため、そうした影響も考

慮すると、企業は SO における賃金率をさらに削減

することも可能である。 

・ SO での賃金率を削減したとしても、SO の労働者に

は不満は生じないため、そうした労働者が過疎地域

に定住する可能性はある。 

・ 過疎地域では、SO立地による固定資産税を得ること

ができる。 

 

4．まとめ 

 

日本では少子高齢化に伴う人口減少と人口の一極集中

が同時進行しており、災害等のさまざまな要因に起因す

るリスク対応を考えると、都市機能の一極集中は是正さ

れなければならない重要な課題である。これと表裏一体

の問題ではあるが、そのためには、選択集中の議論を踏

まえた上で、過疎地域の都市機能維持が必要となるもの

と考えられる。 

そこで本研究では、過疎地域への SO 導入が都市機能

維持に資するという仮説の下、そうした影響を計量的に

評価可能な経済モデルを構築した。さらに、モデルを用

いた数値実験を行うことによって、モデルの検証を行う

とともに、現実問題へのインプリケーションについても

整理した。 

本研究で構築した経済モデルが示した結果は、SO 導

入が過疎地域の都市機能維持に有効である可能性を示し

てはいるが、以下の点がモデルで表現されていないこと

による影響に留意する必要がある。 

・ 過疎地域で消費可能な財の多様性や価格が消費者の

効用に与える影響が考慮されていない。 

・ 過疎地域での地代が消費者の効用や賃金率へ与える

影響が考慮されていない。 

・ 消費者の効用に都市機能や都市のアメニティが消費

者の効用に与える影響が考慮されていない。 

 最初の点は、一般的に過疎地域では消費可能な財の多

様性が少ない上、価格も高いと考えられるため、こうし

た影響は SO 導入によるメリットを打ち消す可能性があ

ることである。次の点は、先述したように、SO 導入の

メリットとなり得るものであるが、企業の生産性をより

向上させる可能性があることである。最後の点は、医療

施設や娯楽施設が少ないと考えられる過疎地域では、

SO での労働確保自体が困難となる可能性があることで

ある．そのため、SO 導入だけではなく、多角的な視点

からの都市施策実施によって過疎地域の都市機能維持が

可能になるものと考えられる。これらは、本研究で構築

したモデルにおいて改良されるべき点ではあるが，今後

の課題としたい。 
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